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基本目標1　新しい人の流れをつくる

政策企画課

政策企画課

政策企画課

施策① 定住・観光プロモーションの推進

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 － 1 2 3 4 5
5

（件）
評価

実績 0 1 4 5 6 8 課題

具体的な事業

・阪急電鉄及び沿線各自治体
と連携し、「阪急観光あるき」を
3回開催した。（46人参加）

・「ジャパニーズウィスキー発
祥の地を訪ねて」を開催した。
（22人参加）

・観光分野における連携・協力
の取組を進めるため、平成31
年２月に高槻市と「観光振興に
関する連携協定」を締結した。

・1団体に補助を行った。
 ⇒島本音楽フェスティバル実
行委員会（第５回島本音楽フェ
スティバル）

・平成31年度の事業実施に向
け、募集及び審査を行い、2団
体への補助金交付を決定し
た。

にぎわいを創出する
団体への支援（補助
金）

にぎわいを創出
する団体（5団
体）への補助を
行う。

・1団体に補助を行った。(モデ
ル事業)
 ⇒楠公680年祭(約1,000人参
加）

・平成28年度の事業実施に向
け、募集及び審査を行い、３団
体への補助金交付を決定し
た。

にぎわい創造
課

・3団体に補助を行った。
 ⇒①島本竹工房（かぐや姫の
夕べ）、②しまもとバル実行委
員会（しまもとバルＷｅｅｋ）、③
島本音楽連盟（しまもとふれあ
いｺﾝｻｰﾄ）

・平成29年度の事業実施に向
け、募集及び審査を行い、1団
体への補助金交付を決定し
た。

・2団体に補助を行う。
 ⇒島本音楽フェスティバル実行
委員会（第6回島本音楽フェス
ティバル）
縁～めぐり～の会（子育てママ
のマッチングフリーペーパー　Ｓ
ｈｉＭＡＴＣＨ！しまっち）

・令和2年度の事業実施に向
け、募集を行う。

新規のイベントの発生を期待したが、既
存のイベントに使用されるパターンが多
数であった。
令和2年度から新たな公募型公益活動
補助制度の運用を目指しており、本補助
金との統合も検討している。

連携型観光事業の
推進（周辺市町、サ
ントリー、阪急電鉄
などとの連携）

引き続き関係団
体と連携し、本町
単独では困難
な、広域的な観
光施策を推進す
るとともに、新た
な広域事業を行
う。

・阪急電鉄及び沿線各自治体
と連携し、「阪急観光あるき」を
3回開催した。（47人参加）

・大山崎町と連携し、「サント
リーコマーシャルの舞台を訪
ねて」を2回開催した。（137人
参加） にぎわい創造

課

H28実績

・阪急電鉄及び沿線各自治体
と連携し、「阪急観光あるき」を
3回開催した。（56人参加）

・「サントリーコマーシャルの舞
台を訪ねて」については大山
崎町から平成28年度は不参
加の申し出があったため、本
町単独で「ジャパニーズウィス
キー発祥の地を訪ねて」を開
催した。(29人参加)

H29実績

・阪急電鉄及び沿線各自治体
と連携し、「阪急観光あるき」を
3回開催した。（74人参加）

・大山崎町と連携し、「ジャパ
ニーズウィスキー発祥の地を
訪ねて」を開催した。（27人参
加）

R1予定

・阪急電鉄及び沿線各自治体と
連携し、「阪急観光あるき」を1回
開催した。（35人参加）
観光あるきは、6月末で終了し、
今後は観光あるきに替わる
「【aruku&】2020」を阪急電鉄及
び沿線各自治体と連携し実施す
る。

・引き続き、「ジャパニーズウィス
キー発祥の地を訪ねて」を開催
する。

・観光分野において、高槻市とＰ
Ｒ、イベント・観光プログラムで
の連携を実施する。

5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

近隣市町等関係団体と連携し、本町単
独では困難な、広域的な観光施策を推
進し、平成31年には、高槻市と「観光振
興に関する連携協定」を締結した。
観光面で、町内外への効果的な情報発
信が行えるように、高槻市などの近隣市
町や民間企業等との連携を強めながら、
本町が有する地域資源にさらに磨きをか
け、あるいは新たな魅力を付加し、広く
発信していく。

H30実績

－

－平成26年：50％ 平成31年：60％

平成31年：90％平成26年：77％ －

－

事業名
5年間の
到達目標

H27実績

H27実績値

-4.7%
（転入）1,057人
（転出）1,109人

H28実績値目標値基準値

+50.1%
（転入）1,640人
（転出）1,089人

平成26年：－8％ 平成31年：0％
-5.25%

（転入）1,001人
（転出）1,056人

指標 H29実績値

社会動態増減数
-0.9%

（転入）1,052人
（転出）1,062人

H30実績値

76.5%

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

にぎわいを創出する団体へ
の補助（累計件数）

平成29年度には、目標値（５件）に到達している。平成30年度時点では累計６件、令和元年度には累計８件となる見込みである。

引き続きにぎわいを創出する団体への支援を行い、地域活性化をめざす。

本町に住みたい・住み続けたいと思う住民の割合 －

本町を知っている人の割合（本町を除く近畿圏内） － －

・1団体に補助を行った。
 ⇒島本竹工房（かぐや姫の夕
べ）

・平成30年度の事業実施に向
け、募集及び審査を行い、1団
体への補助金交付を決定し
た。

担当課

担当課

にぎわい創造
課

担当課

R1実績値
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2
基本目標1　新しい人の流れをつくる
施策① 定住・観光プロモーションの推進

にぎわい創造
課

コミュニティ推
進課

H28実績

・計画を推進するため、地方
創生加速化交付金を活用し、
しまもと・おもてなし・プロジェ
クト連絡会を構成するととも
に、各構成メンバーにより、ま
ちの魅力づくりに貢献する事
業が実施された。
 ⇒離宮の水ブランディング、
尺代テンカラプロジェクト、若
山神社ワークショップ、みなせ
野プロジェクト

・しまもとMAPを活用し、阪急
梅田駅で開催されたPRフェア
に参加するとともに、さくらであ
い館及びサントリー山崎蒸溜
所にMAPの配架をおこなっ
た。

特になし

同左

H29実績

・「離宮の水ブランド推進協議
会」による離宮の水ブランドの
商品認証を行い11品目のブラ
ンド商品が誕生。
・「シェアリングエコノミー」の取
組を行っているSMALLに対す
る支援を行った。

同左

R1予定

・引き続き「離宮の水ブランド推
進協議会」による離宮の水ブラ
ンドの商品認証を行い、ブランド
認証商品の増加を目指す。
・引き続き「シェアリングエコノ
ミー」の取組を行っている
SMALLに対する支援を行う。ま
た、SMALLのサイトのリニューア
ルを行う予定。

定住促進・観光振興
計画の策定

住民、観光客とと
もに、島本町の
特色を生かした
観光振興施策に
ついて、計画的
に推進していくた
めの推進組織を
設ける。

・平成28年3月に、「島本町定
住促進・観光振興計画」を策
定した。

にぎわい創造
課

定住・観光PRの推
進（コンテンツ開発、
パンフレット等作成）

様々なコンテン
ツ・メディア等を
活用し、まちの魅
力を継続的にPR
し、定住促進、観
光振興を図るた
めの発信体制を
確立する。

・平成28年3月に「しまもと
MAP」を作成した。

にぎわい創造
課

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

住民、観光客とともに、島本町の特色を
生かした観光振興施策を推進するため
に、しまもと・おもてなし・プロジェクト連
絡会を設立し、目に見える形の施策を推
進してきた。
計画は令和元年度で終了するが、定住
や観光に関する取組は次期総合戦略に
基づき、進めていく。
（行動計画として設定する4つのテーマ）
　・まちの魅力を意識する（主体づくり）
　・魅了を伝える　共有する（情報網づく
り）
　・稼ぐ仕組みをつくり（継続条件づくり）
　・おもてなしの場をつくる（観光条件づく
り）

・しまもとMAPを活用し、さくらで
あい館及びサントリー山崎蒸溜
所にMAPの配架を行う。

しまもとＭＡＰを作成し、町の施設以外に
も配架することで、まちの魅力をＰＲし、
定住促進、観光振興を図っているが、定
住促進の取組みも観光振興の取組みも
充分とは言えない。
今後も引き続き、本町のまちの価値の引
き上げを目指すため、計画に示す行動
計画に基づき、まちの魅力を磨き上げ、
再発信するための環境づくりに取組む。

全国移住ナビの積
極的活用

全国に向けてま
ちのPRを行う
ツールの１つとし
て、本ホーム
ページで本町の
環境の良さに触
れてもらい、定住
促進を図るた
め、継続的な情
報提供を図る。

・全国移住ナビのサイト内に、
本町に関するコンテンツを新
たに設けた。

広報サポーター事業
【新規】

広報サポーター
を公募し、ブログ
やフェイスブッ
ク、マスコミへの
投書等により、
町広報では伝え
られない部分を
補完する事業を
新たに実施す
る。

・他の自治体で行われている
広報サポーターや自治体ＰＲ
サポーターなどの事例を研究
し、事業実施に向けた検討を
行った。

同左

同左 ・定住促進に向けて、継続的な
情報提供を図る。

定住促進の取組みが充分に行えていな
いことが課題である。
定住促進に向けて、全国移住ナビ（総務
省が構築する居住等に係るワンストップ
のポータルサイト）の島本町関連の情報
の充実を図るとともに、本サイトにおける
他自治体も含めた情報提供の効果を検
証し、今後のあり方を検討する。

・他の自治体で行われている広
報サポーターや自治体ＰＲサ
ポーターなどの事例を研究し、
事業実施に向けた検討を行う。

現時点において事業実施には至ってい
ない。町のＰＲについては、他の手法も
含め引続き検討する。

H30実績

・「離宮の水ブランド推進協議
会」による離宮の水ブランドの
商品認証を行い14品目のブラ
ンド認証商品が誕生。
・「シェアリングエコノミー」の取
組を行っているSMALLに対す
る支援を行った。

同左

同左

同左



基本目標1　新しい人の流れをつくる

施策② 魅力的な観光拠点づくり

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 － 50 50 50 50 50
50

（件）
評価

実績 35 34 34 30 36 課題

目標 － 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
20,000
（人）

評価

実績 16,413 21,205 19,329 18,055 16,231 課題

具体的な事業

生涯学習課

担当課

にぎわい創造
課

H28実績

同左

⇒離宮の水維持管理費用、修
繕費等

・西浦門前遺跡移築復元庭園
において、未整備であった解
説板と柵を設置し、町内外か
らの来館者を迎えるにふさわ
しい展示環境を整え、周知を
図った。
・本町の歴史や民俗などの文
化を紹介した企画展やイベン
ト利用などにより来館者数の
増加を図った。

（年間来場者数: 13,329人）

同左
・クラウドファンディングにより
寄附金を募集した。

⇒離宮の水維持管理費用、修
繕費等

R1予定

同左
・クラウドファンディングにより寄
附金を募集予定。

⇒離宮の水維持管理費用、修
繕費等

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

大阪ミュージアム構想登録物
等が新聞に取り上げられた件
数（年間）

・平成26年度：サントリー山崎蒸溜所（NHK連続テレビ小説「マッサン」より、主人公ゆかりの地として）
・平成28年度：桜井駅跡や楠木正成（本町を含む関西6市町村の、楠木正成・正行ゆかりの名所として）
・平成29年度：楠木正成や離宮の水が多く取り上げられるも、年間件数としては前年度より減少することとなった。
・平成30年度：町内商店街等の実施するイベントや楠木正成が多く取り上げられ前年より増加することとなった。

平成26年度は山崎蒸溜所、平成28年度は桜井駅跡や楠木正成、平成29年度は楠木正成や離宮の水、平成30年度は町内商店街等の実
施するイベントや楠木正成が多く取り上げられたが、知名度の高まりを更なる話題づくりに繋げることが今後必要である。

歴史文化資料館及び史跡桜
井駅跡の来場者数（年間）

平成30年度の来場者数は、平成29年度と比較すると減少した。

駅前のにぎわいづくりに結びつくように、来場者数のさらなる増加を図る必要がある。

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課

・本町の歴史や民俗などの文
化を紹介した企画展やイベン
トなどを行い、町内外からの来
館者を迎えるため、周知を
図った。

（年間来場者数: 11,585人）

H29実績

にぎわい創造
課

生涯学習課

5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

まちの魅力の一つである離宮の水の適
切な保存に努めることができた。
しかし、離宮の水の施設の老朽化に伴
い、今後も適切な保存を行うためには、
補助金等の収入が必要である。引き続
き、企業・住民とともに、計画的な施設管
理を行い、安定した名水の供給を図るた
め、補助金（離宮の水維持管理費用）を
交付し、本町の重要な観光資源である
離宮の水を適切に保存していく。

・歴史や民俗などの文化を紹介
した企画展・講演会などを行い、
町内外からの来館者を迎えるた
め、周知を図る。

（年間来場者予定: 約12,000人）

・「地域住民との交流を大切にし、開かれ
た資料館」を目指すとともに、資料の収
集や調査研究等を行う。
・今後も魅力ある企画展・講演会などを
開催し、来館者数の増加に向けて、周知
を図る。

H30実績

離宮の水活用施設
の整備（離宮の水保
存会補助金）

これまで同様、
現状を維持す
る。

・施設の維持管理及び景観の
保全などを目的として、補助金
を交付した。

 ⇒離宮の水維持管理費用及
び生垣等改修工事分

歴史文化資料館に
ぎわい活用事業

歴史文化資料館
及び史跡桜井駅
跡の年間来場者
数2万人を目標と
する。

・「島本町立歴史文化資料館
（旧麗天館）」が国登録有形文
化財となり、登録プレートが贈
与されたため、登録プレートの
台座を歴史文化資料館の前
に作成し、歴史文化資料館が
国登録有形文化財に登録され
たことを周知した。

（年間来場者数: 12,406人）

・歴史や民俗などの文化を紹
介した企画展・講演会などを行
い、町内外からの来館者を迎
えるため、周知を図った。

（年間来場者数: 10,891人）

同左
・クラウドファンディングにより
寄附金を募集した。（2件
20,000円）

⇒離宮の水維持管理費用、修
繕費等

3



4
基本目標1　新しい人の流れをつくる
施策② 魅力的な観光拠点づくり

R1予定
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

・１「島本音楽フェスティバル」、
２「手づくりコミュニティ市」、３
「かぐや姫の夕べ」、４「島本反
核・平和・人権フェスティバル」５
「島本町文化祭パフォーマンス
広場」等のイベントに活用を図
る。

（イベント活用による年間来場者
予定数: 8,000人）

・史跡桜井駅跡の保存及び活用を図ると
ともに、住民が史跡に親しむ場の提供を
図られた。
・史跡桜井駅跡の管理上必要な範囲内
で、イベントなどの活用を図る。

生涯学習課

担当課H29実績

・ホームページやイベントにおい
て情報提供を行う。

史跡桜井駅跡水道
設備等の整備

歴史文化資料館
及び史跡桜井駅
跡の年間来場者
数2万人を目標と
する。

・駐輪場側の手水鉢付近に上
下水道設備を設置し、イベント
等で活用できるようにした。

（イベント活用による年間来場
者数: 8,799人）

・「島本音楽フェスティバル」、
「手づくりコミュニティ市」、「島
本町文化祭パフォーマンス広
場」等のイベントに活用した。

（イベント活用による年間来場
者数: 6,470人）

H28実績

・「島本音楽フェスティバル」、
「消費者まつり」等のイベント
に活用した。

（イベント活用による年間来場
者数: 6,000人）

事業名
5年間の
到達目標

H27実績

・１「大河ドラマ誘致」、２「島本
音楽フェスティバル」、３「手づく
りコミュニティ市」、４「かぐや姫
の夕べ」、５「島本町文化祭パ
フォーマンス広場」等のイベン
トに活用した。

（イベント活用による年間来場
者数: 5,340人）

魅力的な観光拠点
づくりの整備促進
【新規】

定住促進・観光
振興計画に基づ
き、必要最小の
インフラ整備を行
い、おもてなしの
場をつくる。

・島本町定住促進・観光振興
計画を策定し、拠点づくりのた
めの考え方をまとめた。

にぎわい創造
課

三川合流点等展望
広場の整備（若山神
社付近）

まちの観光資源
の１つである三
川合流点展望広
場を整備し、継
続的な情報提供
を図る。

・若山神社境内に「展望板」を
設置した。

にぎわい創造
課

・ホームページやイベントにお
いて情報提供を行った。

・各種継続しているおもてなし
事業を支援するとともに、各団
体が実施する事業のＰＲと、し
まもと・おもてなし・プロジェクト
連絡会における連絡調整を
行った。

・しまもと・おもてなし・プロジェ
クトにおいて、「若山神社ワー
クショップ」を行い、若山神社
に地元小学生の協力により、
環境に配慮し、木材を活用し
た「ベンチ」を設置した。

・尺代漁協で、テンカラプロ
ジェクト（体験型プログラム）、
水無瀬神宮でオーガニック
マーケット（マルシェ）、若山神
社でワークショップ（ベンチ作
成）を実施し、おもてなし空間
の創出を図った。

まちの観光資源の１つである淀川三川
合流点展望広場を整備することができた
ため、ホームページやイベントにおける
情報提供などにより、淀川三川合流に関
する情報周知を引き続き行っていく。

・各種継続しているおもてなし事
業を支援するとともに、各団体
が実施する事業のＰＲと、ＳＭＡ
ＬＬの取組みを継続する。

今後も、引き続き平成28年度に実施した
事業の継続支援を行い、さらなる充実を
図り、魅力的な観光拠点づくりを推進す
る。

・ホームページやイベントにお
いて情報提供を行った。

・各種継続しているおもてなし
事業を支援するとともに、各団
体が実施する事業のＰＲと、Ｓ
ＭＡＬＬに取り組んだ。

H30実績



基本目標1　新しい人の流れをつくる

施策③ 人を惹きつける定住環境づくり

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 ― 50 55 60 65 70
70

（％）
評価

実績 43 67 57 68 69 課題

目標 ― 3,000 6,000 9,000 12,000 15,000
15,000
（人）

評価

実績 0 2,174 4,249 5,629 7,096 課題

具体的な事業

R1予定
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

・文部科学省教育特例校制度を
引き続き活用し、保幼小中の系
統的・連続的な英語教育を実施
する。
・英語能力判定テスト(英検IBA)
を活用し、英語力の客観的な把
握と、指導改善・充実に努め、生
徒の英語力向上を図る。
・新学習指導要領の本格実施に
向け、町内の英語教育推進を図
る。
（目標　70%）

・外国人指導助手の増員配置（3名→4
名）と文部科学省教育特例校制度の活
用により、授業時数の増加を行い、幼稚
園・保育所から小中学校まで、系統的・
連続的な英語教育を実施した。
・次年度以降も特例校制度を活用すると
ともに、中学校において、英語能力判定
テスト(英検IBA)を活用し、英語力の客観
的な把握と、指導改善・充実に努め、生
徒の英語力向上を図る。

前年同様、しまもと環境・未来
ネットが実施する公開講座・出
前講座等を支援する。

（延べ1,400人程度を想定）

しまもと環境・未来ネットが実施する講座
等を支援し、町内で環境について学ぶ機
会を提供することができた。課題として
は、参加者が固定化され新規参加者が
伸び悩んでいること及び運営側の高齢
化である。

次年度以降の予定については、これまで
同様、活動の支援に努める
(補助金400千円）

同左 累計42件の実績があった。今後も継続
実施の予定。
町の景観計画等の策定に向けて、検討
を進める。

担当課

同左

（実績8件）

・改正後の開発指導要綱に基
づき、建物を計画する際には、
大阪府景観条例など関係法
令等を遵守し、周辺と調和した
景観づくりに努めるよう事業者
と協議を行った。

（実績17件）

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課

英語教育推進事業

英語による実践
的コミュニケー
ション能力の基
礎力を有する生
徒の割合（中学
卒業時で実用英
語検定３級合格
相当以上）70％
以上。

・幼稚園・保育所から小中学
校まで、系統的・連続的な英
語教育を実施した。

（実績　67%）

教育推進課

英語による実践的コミュニ
ケーション能力の基礎力を有
する生徒の割合（中学卒業時
で実用英語検定3級合格相当
以上）

平成30年度実績は目標を超えており、今後の目標値の到達及び伸びに見通しが持てる。

目標達成に向け、英語の4技能（「聞く」・「話す」・「読む」・「書く」）を、総合的に育成するための授業改善を進める。

しまもと環境・未来ネット（島
本町環境基本計画推進活
動）が主催若しくは共催する
講座や行事の参加人数（累
計人数）

平成30年度の参加人数は、前年と比べて微増したが、目標値には届かなかった。

新規層の取り込みについて、検討する必要がある。

H29実績

・文部科学省教育特例校制度
の活用により、幼稚園・保育所
から小中学校まで、系統的・
連続的な英語教育を実施し
た。

（実績　68%）

H28実績

・外国人指導助手の増員配置
（3名→4名）と文部科学省教
育特例校制度の活用により、
幼稚園・保育所から小中学校
まで、系統的・連続的な英語
教育を実施した。

（実績　57%）

・文部科学省教育特例校制度
の活用により、幼稚園・保育所
から小中学校まで、系統的・連
続的な英語教育を実施した。
・中学校において英語能力判
定テスト(英検IBA)を活用し、英
語力の客観的な把握と、指導
改善・充実に努め、生徒の英
語力向上を図った。

（実績　69%）

教育推進課

環境課

H30実績

環境都市づくり推進
事業（環境基本計画
に基づく各種事業の
実施）

しまもと環境・未
来ネット（島本町
環境基本計画推
進活動）が主催
若しくは共催する
講座や行事の参
加人数延べ
15,000人をめざ
す。

・しまもと環境・未来ネットが、
環境学習部会　11講座、自然
環境部会2講座、エコ生活部
会4講座の計17講座を開催。

（H27参加者: 2,174人）

環境課

・しまもと環境・未来ネットが、
公開講座、出前講座を開催
し、また町イベント等に出展
（合計16件）。

（H29参加者1,380人、H27から
の累計5,629人）

・しまもと環境・未来ネットが、
公開講座、出前講座を開催
し、また町イベント等に出展
（合計25 件）。

（H28参加者: 2,075人、H27か
らの累計4,249人）

良好な景観形成の
推進

良好な景観づくり
への誘導。

・開発指導要綱を改正（平成
27年7月1日施行）し、建物を
計画する際には、大阪府景観
条例など関係法令等を遵守
し、周辺と調和した景観づくり
に努めるよう事業者と協議を
行った。

（実績3件）

都市計画課

・しまもと環境・未来ネットが、
公開講座、出前講座を開催
し、また町イベント等に出展
（合計14件）。

（H30参加者1,467人、H27から
の累計7,096人）

同左

（実績14件）

5



6
基本目標1　新しい人の流れをつくる
施策③ 人を惹きつける定住環境づくり

同左 補助金導入に向けて、他自治体の制度
調査等を実施したが、財政面での問題
から導入には至っていない。
再生可能エネルギーの普及・活用等に
ついては、他の手法も含めて検討してい
く。

・広報等を活用し住民に周知し
利用の促進を図り、また、水無
瀬川緑地公園の遊具を含む各
設備について、適正な維持管理
を行う。

・平成27年度大阪府宝くじ社会貢献広報
市町村補助金の補助事業として整備で
きた「よちよちパーク」については、広報
を活用したことで、町内の子供から高齢
者まで幅広い世代の住民に広く周知す
ることができ、利用促進が図られた。
今後は引き続き各設備の適正な維持管
理に努めるとともに、老朽化した遊具の
更新も視野に入れながら検討していきた
い。

R1予定
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

H28実績

同左

・平成28年度大阪府宝くじ社
会貢献広報市町村補助金を
活用し、水無瀬川緑地公園に
おおむね6か月から3歳までの
乳幼児が保護者と安心して楽
しく遊べるよう、こどもの発育
過程や心身の状態に応じた遊
具を複数設置し、3歳から6歳
未満の幼児が遊べる複合遊
具も併設した、「よちよちパー
ク」を整備するとともに、広報
等を活用し広く住民に周知し
た。

・広報等を活用し住民に周知
し利用の促進を図り、また、水
無瀬川緑地公園の遊具を含
む各設備について、適正な維
持管理を行った。

水無瀬川緑地公園
等の設備の充実
【新規】

本町の中心的な
都市公園である
水無瀬川緑地公
園等について、
子どもから高齢
者まで幅広い世
代が利用できる
よう設備の充実
を図る。

・平成28年度大阪府宝くじ社
会貢献広報市町村補助金の
補助事業として、水無瀬川緑
地公園に3歳未満の子どもが
安心して遊べる遊具を設置す
るため、「よちよちパーク整備
事業」の計画書を提出し、補
助対象事業として採択を受け
た。 都市整備課

しまもとecoライフ支
援補助金
【新規】

太陽光発電シス
テムの購入者に
対する補助金を
交付する制度を
創設する。

・補助金の導入に向けて、他
自治体の事例を研究した。そ
の事例を参考に、太陽光発電
システムのみならず、太陽熱
利用システムや家庭用燃料電
池、高効率の給湯器などと
いった再生可能エネルギーや
省エネルギーに関する機器を
対象とする制度の検討を行っ
た。

環境課

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課H29実績

同左 同左

・広報等を活用し住民に周知し
利用の促進を図り、また、水無
瀬川緑地公園の遊具を含む各
設備について、適正な維持管
理を行った。

H30実績



基本目標2　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

政策企画課

子育て支援課

施策①　妊娠・出産・子育ての総合的な支援

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 － 10 11 12 13 14
14

（件）
評価

実績 9 9 11 12 14 課題

具体的な事業

担当課指標 H29実績値

合計特殊出生率 1.55

企業等への啓発件数（年間）

平成30年度においても啓発件数の目標を達成した。

引き続き、積極的な啓発に努める。

H27実績値 H28実績値 H30実績値基準値

平成26年：1.44

目標値

平成31年：1.63

R1実績値

1.43 ―1.47

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課

子育てが楽しいと感じる住民の割合 ―

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

平成26年：66％ 平成31年：75％

H29実績

― 69.6―

H28実績 H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

担当課

人権文化セン
ター

R1予定

女性の就労環境の
整備促進（企業等へ
の啓発）

企業等への啓発
件数年間14件を
目標とする。

・大阪府や他自治体、人権関
係団体が作成した啓発パンフ
レット等を企業へ案内（7件）。
・町独自の啓発冊子を作成し
た（「働く人のための　ＳＴＯ
Ｐ！ハラスメントガイド～マタ
ハラ・パタハラ編～」3,000
部）。
・復職支援をテーマとした講座
を開催（1回、参加者10名）

男女共同参画の推
進（ワーク・ライフ・バ
ランス推進講座等）

現状の取組を維
持・充実させる。

・復職支援をテーマとした講座
を開催（再掲）

・大阪府や他自治体、人権関
係団体が作成した啓発パンフ
レット等を企業へ案内（9件）
・ワーク・ライフ・バランスを
テーマとした講座を開催（3回、
参加者30名）

・ワーク・ライフ・バランスを
テーマとした講座を開催（再
掲）
・広報に特集記事（「女性が輝
くまちへ」）を掲載

人権文化セン
ター

人権文化セン
ター

・大阪府や他自治体、人権関
係団体が作成した啓発パンフ
レット等を企業へ案内（7件）
・ワーク・ライフ・バランスを
テーマとした講座を開催（3回、
参加者33名）
・企業内人権啓発推進連絡会
が復職支援をテーマとした研
修会を実施（1回、参加者：町
内企業10社・10名、町外企業7
社・8名）

・ワーク・ライフ・バランスを
テーマとした講座を開催（再
掲）
・女性活躍推進法の施行を踏
まえ、「しまもとスマイルプラン
～第2期島本町男女共同参画
社会をめざす計画～」の改定
版を策定。

・大阪府や人権関係団体が作
成した啓発パンフレット等を企
業へ案内（13件）
・企業内人権啓発推進連絡会
がハラスメントをテーマとした研
修会を実施（1回、参加者：町内
企業7社・7名、町外企業2社・2
名）

・目標に沿って啓発件数を増加させるこ
とができた。
・雇用・就労における男女平等や、妊娠
中や出産後も安心して働くことができる
就労環境の整備に向け、事業所への啓
発や情報提供を行う。また、仕事を辞め
た女性の再就職や能力開発に向けて
の情報提供を行う。

・男女共同参画講座を開催（3
回、参加者70名）

・目標に沿って男女共同参画の推進を
進められた。男女共同参画講座では、
講義型だけではなく体験型も実施し、内
容等も充実させることができた。
・男女共同参画社会の形成には、各種
啓発活動が引き続き必要と考える。次
年度以降も広報や啓発冊子等による情
報提供のほか、一般住民を対象とする
講座を実施するとともに、教育推進課や
学校と連携した男女共同参画講座を実
施する。

・今後も継続的に、企業等に講
座の開催を案内するとともに、
参加を促す。
・情報提供（パンフレット、チラシ
等）

・ワーク・ライフ・バランス（仕事
と生活の調和）の趣旨や重要性
について、広報誌への掲載や
啓発冊子の配布、講座の開催
を通じ、住民や事業所に周知・
啓発を行う。
・男女共同参画講座について、
ワーク・ライフ・バランスをテー
マにしたものを継続的に開催す
る。
・従前の講義型の講座に加え、
体験型の講座を行うなど内容
の充実を図り、参加人数の向上
を図る。
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8
基本目標2　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

施策① 妊娠・出産・子育ての総合的な支援

5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

いきいき健康課・子育て支援
課・政策企画課で子育て世代
包括支援センターの設置に向
けた打ち合わせを実施し、課題
の整理と今後の方向性につい
て検討した。

他自治体の事例を参考に、本町におけ
る子育て世代包括支援センターの設置
の方向性を検討した。今後は具体的な
設置内容を検討の上、設置に向けて事
務を進めていく。

・子育て世代包括支援センター
の整備に係る調査と併せて子
育て支援施設利用者支援員の
配置のあり方について、検討を
行った。

・子育て世代包括支援センターの整備
と実施類型に合わせて配置を検討す
る。

・実施に向けて、主に国の施策
動向を中心に情報収集を行っ
た。

・実施に向けて、主に国の施策動向を
中心に情報収集を行う。

R1予定

子育て世代包括支援センター
の設置に向けた具体的な内容
の検討を実施予定。

同左

同左

担当課

いきいき健康
課
子育て支援課

子育て支援課

子育て支援課
親育ちのための研
修等の実施
【新規】

子育てについて
継続的に学べる
場、交流の場を
整備する。

・実施に向けて、主に国の施
策動向を中心に情報収集を
行った。

同左

子育て施設利用者
支援員の配置
【新規】

世帯のニーズに
合わせて、幼稚
園・保育所・地域
の子育て支援事
業等の情報提供
や、相談受付・援
助を行う専任職
員を配置する。

・子育て支援課及びいきいき
健康課で、子育て世代包括支
援センターの類型や取組内容
について、他団体が実施して
いる事例等について把握し、
情報共有した。

子育て世代包括支
援センターの整備
【新規】

妊娠期から子育
て期までの切れ
目ない支援体制
の実現に向け、
子育て世代包括
支援センターを
整備する。

・いきいき健康課及び子育て
支援課で、子育て世代包括支
援センターの類型や取組内容
について、他団体が実施して
いる事例等について把握し、
情報共有した。

・いきいき健康課、子育て支援
課における妊娠期から就学前
までの実施事業について一覧
でわかるようにまとめ整理する
とともに、引き続き他団体が実
施している事例等の把握を
行った。

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 H28実績 H29実績

・平成28年度に引き続き、大
阪府下の市町村の取り組み内
容を把握するとともに、全国の
先進事例の情報を収集した。

・子育て世代包括支援セン
ターの整備に係る調査と併せ
て子育て支援施設利用者支
援員の配置のあり方につい
て、検討を行った。

同左

・子育て支援課、いきいき健康
課における妊娠期から就学前
までの実施事業について一覧
でわかるようにまとめ整理する
とともに、引き続き他団体が実
施している事例等の把握を
行った。

H30実績



基本目標2　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

施策② 安心して妊娠・出産できる環境づくり

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 ― 50 75 80 85 90
90

（回）
評価

実績 0 69 88 93 133 課題

目標 － 0 0 0 0 0
0

（件）
評価

実績 0 0 0 0 0 課題

具体的な事業

4か月までの乳児のいる家庭を専門職
が訪問し、養育不安等の支援が必要な
方を早期に把握し、必要なサービスに
つなげるとともに継続支援を行ってい
る。100％近い訪問実施率を維持してお
り、訪問を実施していなくてもケースに
ついては把握している。
前年度同様4か月までの乳児のいる家
庭を専門職が訪問し、出会いの絵本事
業とあわせて事業を実施する。出産後
はホルモンのバランスが崩れ、マタニ
ティブルーや産後うつ病になることもあ
り、引き続き質問票を用いた訪問を実施
し、支援につなげる。出産後早期の支
援の必要性が指摘されており、訪問時
期や支援内容について、安心して育児
ができるよう検討する。

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

R1予定

・引き続き事業を実施。
・妊娠悪阻や切迫流産の妊婦
の方も対象とし、妊産婦の状況
に応じて、申請により追加派遣
を行う。

同左

担当課

子育て支援課

いきいき健康
課

未受診妊婦数

母子健康手帳交付時に保健師等の専門職が面接し、支援が必要なハイリスク妊婦の把握、妊娠中からの継続支援につなげている。妊
婦健診の必要性や受診券の使用方法について伝えており、未受診妊婦は０件で目標は達成できている。

若年妊婦等は、転出する場合や、また他市町村から本町に転入する場合も多い。ハイリスク妊婦については、自治体間で連携をとりなが
ら、必要な妊婦健診が受診できるように努めるとともに、引き続き妊婦健診の制度等周知に努める。

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

産前・産後ヘルパー派遣回数
（年間）

申請世帯数の増加に伴い、派遣回数についても増加しており、目標値を達成することができた。

基礎資格としている介護ヘルパー自体が不足している中、当該事業に従事するための研修への参加者が少なく、人材確保が急務となっ
ている。今後のヘルパー養成の実施方法・内容についてはさらに検討を行う必要がある。

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課

産前・産後ヘルパー
派遣事業

年間派遣回数90
回以上を目標と
する。

・島本町産前・産後ヘルパー
派遣事業実施要綱を制定（平
成27年8月24日）し、産前・産
後ヘルパー養成講座を実施し
た。

　登録世帯　20世帯
　派遣回数　延べ69回

子育て支援課

・利用開始時期を拡充(産前2
か月から母子健康手帳手帳
配布後に変更)

　登録世帯　33世帯
　派遣回数　延べ93回

H29実績H28実績

・引き続き事業を実施

　登録世帯　20世帯
　派遣回数　延べ88回

・引き続き事業を実施

　登録世帯　56世帯
　派遣回数　延べ133回

（決算額：479,641円）

・登録世帯及び派遣回数は年々増加し
ており、引き続き産前・産後の負担軽減
を図るため事業を実施する。
・ヘルパー人員が不足しており、増加す
る需要に対応していくため、人員確保の
方法について検討する。

こんにちは赤ちゃん
訪問事業

対象家庭の全戸
訪問実施率
100％を目標とす
る。

・4か月までの乳児がいる家庭
を看護師、保健師、助産師が
訪問し、育児・母乳・予防接種
相談、子育て支援情報の提供
を行った。
・産後うつ病等、母親の精神
的な負担を早期に把握するた
め、質問票を新たに取り入
れ、全訪問ケースに実施し
た。

 訪問数: 274件
 実施率: 98.9％

いきいき健康
課

同左

 訪問数: 262件
 実施率: 99.2％

・4か月までの乳児がいる家庭
を看護師、保健師、助産師が
訪問し、育児・母乳・予防接種
相談、子育て支援情報の提供
を行うとともに、昨年度から引
き続き、質問票も取り入れて
全訪問ケースに実施した。

 訪問数: 255件
 実施率: 99.6％

同左

 訪問数: 251件
 実施率: 100％

9



10
基本目標2　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

施策② 安心して妊娠・出産できる環境づくり

R1予定

同左

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

同左

 妊娠届出数: 218件
 未受診妊婦数: 0件

妊婦や胎児の健康を守り、安全で安心
した出産のためには定期的に妊婦健康
診査を受ける必要がある。妊娠届出時
に妊婦健康診査受診券を交付し、妊婦
健康診査の受診を促し妊娠中の健康管
理に生かすことができた。
引き続き、妊婦健康診査の公費助成を
行うとともに、母子手帳交付時の専門職
による面接を行い、妊娠中から支援が
必要なケースについては継続的に支援
する。

同左 妊娠についての正しい知識の普及啓発
や、不妊症・不育症に関する制度につ
いて、周知啓発に努めた。また、あわせ
て相談体制を構築するとともに、不妊
症・不育症の治療に要する費用の一部
助成について、国の制度や他団体の実
施状況を踏まえ、引き続き検討してい
く。

同左

妊婦健康診査の公
費助成

妊娠・出産に伴う
経済的な負担の
軽減を図るた
め、妊婦健康診
査における費用
の一部を公費助
成するとともに制
度の充実を図
る。

・妊娠届出時に母子健康手帳
別冊として妊婦健康診査受診
券14枚、総額90,000円（12,000
円券×1枚、6,000円券×13
枚）を交付。

妊娠届出数: 262件
未受診妊婦数: 0件

いきいき健康
課

不妊症・不育症につ
いての啓発・支援事
業
【新規】

妊娠及び不妊
症・不育症につ
いて啓発し、不
妊症・不育症の
治療に要する費
用の一部助成に
ついて検討を進
める。

・近隣の自治体における不妊
症・不育症に対する支援の実
施状況を把握した。

いきいき健康
課

・妊娠届出時に母子健康手帳
別冊として妊婦健康診査受診
券14枚、総額を120,000円
（23,000円券×1枚、10,000円
券×2枚、7,000円券×11枚）
を交付した。

妊娠届出数: 239件
未受診妊婦数: 0件

・国制度申請状況を把握する
とともに、大阪府内の自治体
における不妊症・不育症に対
する支援の実施状況の把握
に努めた。

・妊娠届出時に母子健康手帳
別冊として妊婦健康診査受診
券14枚、総額を120,000円
（23,000円券×1枚、10,000円
券×2枚、7,000円券×11枚）
に増額し交付した。

 妊娠届出数: 271件
 未受診妊婦数: 0件

・平成28年度から国制度「不
妊に悩む方への特定治療支
援事業」の対象範囲が変更に
なったため、国制度申請状況
を把握するとともに、大阪府内
の自治体における不妊症・不
育症に対する支援の実施状
況の把握に努めた。

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課H29実績H28実績



基本目標2　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

施策③ 保育環境の充実

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 ― 40 30 20 10 0
0

（人）
評価

実績 38 56 71 81 96 課題

目標 ― 11 12 13 14 15
15

（回）
評価

実績 3 11 16 13 25
15

（回）
課題

具体的な事業

R1予定

・小規模保育事業所２か所を整
備した。
①「ぬくもりのおうち保育若山台
園（定員12名）」が令和元年5月
に開園。
②「るりの詩保育園（定員19
名）」が令和元年5月に開園。

・第一幼稚園については、引き
続き事業を実施

・第一幼稚園の就労支援型の利用者は
年々増加しており、定員について、平成
27年度は20名であったものを、平成31
年度当初には、50名に拡充した。
・第一幼稚園での土曜日の預かり保育
について、平成30年度には、利用申込
みがあったことから、実施した。
・保護者の預かり保育のニーズを踏ま
えながら、引き続き実施する。

担当課

子育て支援課

子育て支援課

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課

地域型保育事業所
の整備促進

原則、0歳から2
歳の乳幼児を対
象に、利用定員6
人から19人の地
域型保育事業所
を整備する。

・府営島本江川住宅の空き室
を活用した小規模保育事業所
の設置に向け、大阪府と協議
を行った。

子育て支援課

待機児童数

想定を超えた待機児童数の伸びを示しており、目標値を達成することはできなかった。

現在、町内では複数の住宅開発が進められており、今後も保育ニーズの増加が見込まれることから、平成30年11月に島本町保育基盤整
備加速化方針を作成し、今後の保育施設の整備方針を示した（令和元年度：保育所（定員90人）、小規模保育事業所2園（定員12人、19
人）、令和2年度：認定こども園（定員168人）、令和3年度：保育所移転・新築（定員150人→90人）、認定こども園（定員150人））。

保育関係者の資質向上に向
けた研修実績（年間）

目標としていた回数に達し、保育関係者の資質向上につながる研修を実施することができた。

更なる充実に向けて、研修内容の精査を行う必要がある。単純な回数の増加だけでなく、複数回にわたり受講しなければ習熟が難しい内
容などを加えることで、内容の深化を図りたい。

H29実績

・阪急水無瀬駅前の島本町商
業協同組合事務所を活用した
「ぬくもりのおうち保育島本園」
を平成29年4月に開園し、3歳
未満児計24名の受入れを行う
ことができた。また、卒園後の
受け皿となる連携施設として
町立保育所を位置付けてい
る。

H28実績

・小規模保育事業所2か所を
整備した。
 ①府営島本江川住宅の空き
室を活用し、「ＲＩＣホープ島本
保育園（定員12人）」が平成28
年11月に開園。
 ②阪急水無瀬駅前の島本町
商業協同組合事務所を活用し
た、「ぬくもりのおうち保育島
本園（定員12人）」の平成29年
4月開園に向けた認可事務等
を実施。

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

・UＲ若山台住宅1階部分及び
UR阪急水無瀬駅前住宅１階部
分を活用した小規模保育事業
所の整備に向け、整備事業者
を選定。

・5年間で4か所の小規模保育事業所
（定員合計55名）を開設し、3歳未満児
の児童を多数受け入れることができた。
今後は各事業所と連携し、安定した運
営及び児童の受入れを図る。

幼稚園における
預かり保育事業
の充実を図る。

第一幼稚園
　実施日数　237日
　利用者延べ人数　5,270人

第二幼稚園
　実施日数　163日
　利用者延べ人数　2,653人

第一幼稚園
　実施日数　237日
　利用者延べ人数　5,898人

第二幼稚園
　実施日数　145日
　利用者延べ人数　2,087人 子育て支援課

第一幼稚園
　実施日数　242日
　利用者延べ人数　7,256人

第二幼稚園
　実施日数　165日
　利用者延べ人数　2,124人

第一幼稚園
　実施日数　259日
　利用者延べ人数　7,093人

第二幼稚園
　実施日数　167日
　利用者延べ人数　1,271人幼稚園における預か

り保育の充実

11



12
基本目標2　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

施策③ 保育環境の充実

R1予定

・引き続き事業を実施

「百山地区戸建住宅」及び「水
無瀬地区集合住宅」の建設事
業が完了し、寄附証書に基づく
寄附を受ける予定。

・引き続き事業を実施

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

・保育関係者の研修を実施

 開催数: 25回
 参加者: 延べ172人

・保育職員等の全国的な人材不足によ
り、現在雇用している保育士等の業務
負担が増しており、研修への積極的な
参加が減っている。中身や回数等を精
査し、充実した研修の実施を行う。

・島本町開発行為等における子
育て支援協力金に関する要綱
に基づき、「高浜地区集合住
宅」及び「百山地区集合住宅」
に係る建設事業の完了に伴
い、開発事業主から寄附を受け
た。

（寄付金額：11,000千円）

50戸以上の開発行為に当たり、開発事
業主に対して島本町開発行為等におけ
る子育て支援協力金に関する要綱の理
解を求め、おおむね賛同をいただいた。
今後においても、引き続き当該要綱の
周知を図る。

・引き続き事業を実施

 延べ助成日数: 29日
 延べ助成児童数: 29人

（助成金額　58千円）

・引き続き病児保育の費用負担軽減を
図るため事業を実施する
・H29年度開始の事業であり、広報等に
より事業の周知を図る。

・引き続き事業を実施

子育て支援課

担当課

・保育関係者の研修を実施

 開催数: 11回
 参加者: 延べ330人

町立幼稚園における
障害児保育の実施
【新規】

町立幼稚園にお
いて、現状の状
況に応じた加配
実施ではなく、
「障害児保育」と
しての受け入れ
及び加配の実施
体制を確立す
る。

・実施へ向けた制度研究のた
め、障害児保育研究会を開催
した。(本会4回、幼稚園作業
部会3回)
・受け入れ体制整備のための
研修を実施した。(1回)
・現行制度である介護員配置
については、児童の障害の程
度を勘案し、配置した。

子の病気に伴
い、保育所等を
利用できない世
帯を対象とする
病児・病後児保
育を新たに開始
する。

・実施に向けて、施設型・訪問
型双方について、主に国の施
策動向を中心に情報収集を
行った。

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 H29実績H28実績

・島本町幼稚園支援教育事業
実施要綱に基づき、平成31年
度入園児童について判定を
行った。

（平成31年度入園対象児童数
25名）

・要綱改正から数年たち、課題が明らか
になってきた部分もあることから、従来
の状況を踏まえて、制度改正を図る予
定である。

子育て支援課

・保育関係者の研修を実施

 開催数: 16回
 参加者: 延べ360人

・平成29年9月利用分から、本
町住民が利用した場合、2千
円から4千円の補助を行う制
度を設けた。

 延べ助成日数: 46日
 延べ助成児童数: 25人

・島本町幼稚園支援教育事業
実施要綱に基づき、平成30年
度入園児童について判定を
行った。

（平成30年度入園対象児童数
12名）

・大山崎町により、平成29年4
月にＪR山崎駅前に開設される
病児・病後児保育施設につい
て、本町住民も利用できること
となった。このため、大山崎町
民と本町住民の利用時の差
額について補助する制度の実
施について検討した。

・島本町幼稚園支援教育事業
実施要綱を制定し、平成29年
度入園児童から、当該要綱に
基づいて判定を行った。

（平成29年度入園児童数　14
名）

子育て支援課

子育て支援協力金
の活用による保育環
境の充実

一定規模以上の
住宅開発を行う
事業者に対し、
開発規模に応じ
た協力金（寄附
金）を求め、保育
施設の整備を行
う。

・島本町開発行為等における
子育て支援協力金に関する要
綱を制定（平成27年7月1日）
し、周知を図った。

⇒H27は対象となる案件はな
かった。

子育て支援課

病児・病後児保育の
推進
【新規】

・保育関係者の研修を実施

 開催数: 15回
 参加者: 延べ340人

・島本町開発行為等における
子育て支援協力金に関する要
綱に基づき、「百山地区戸建
住宅」及び「水無瀬地区集合
住宅」に係る建設において、開
発事業主から寄附証書の提
出を受けた。

・島本町開発行為等における
子育て支援協力金に関する要
綱に基づき、「高浜地区集合
住宅」及び「百山地区集合住
宅」に係る建設において、開発
事業主から寄附証書の提出を
受けた。

保育関係者の資質
向上に向けた研修
等の実施

保育関係者の資
質向上に向けた
研修等を実施す
る。
年間15回の実施
を目標とする。



基本目標2　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

施策④ 子育ての不安や負担の軽減

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 ― 234 238 242 246 250
250
（人）

評価

実績 231 247 266 271 271 課題

具体的な事業

・平成29年度以降、4年生の受
入れを実施している。

・平成29年度に、4年生の受入れを実施
した。
・学童保育の需要増に対応するため、
平成28年度に第四学童保育棟を、平成
29年度に第二学童保育棟及び第四学
童保育室を整備した。
・今後も、学童保育の需要に対応するた
め、指導員の確保を図る。

R1予定

　通院：小学校卒業まで
　（R2.1.1から中学校卒業まで
拡充）
　入院：中学校卒業まで

受給者3,950人・87,500千円
 (府制度) 600人・13,200千円
 (町制度) 3,350人・74,300千円
※町制度拡充に伴う追加分
   　　　　　820人・3,690千円
【特定財源】
　府補助金  7,340千円
　府交付金 13,000千円

・引き続き事業を実施し、依頼
会員と提供会員による相互援
助活動の促進を図る。

・引き続き児童虐待防止の取組
と緊密な連携を行い、事業を実
施する。
・訪問の目的を精査し、対象世
帯の状況に応じた事業の実施
を図る。

引き続き事業を実施。指導員の
確保にも引き続き努める。

・平成29年度からの4年生受
入に向けて条例改正等を実施
した。
・第四学童保育室棟を新築し
た。
・平成29年度中に第二学童保
育室棟及び第四学童保育室
を整備するための設計を実施
した。

H28実績

　通院：小学校卒業まで
　入院：中学校卒業まで

受給者3,551人・75,042千円
 (府制度) 623人・12,009千円
 (町制度) 2,928人・63,033千円

【特定財源】
　府補助金  6,472千円
　府交付金 12,652千円

利用者数266人
 提供会員: 45人
 依頼会員: 210人
 両方会員: 11人

・養育支援訪問を実施

 対象世帯: 12世帯
 訪問回数: 51回
(いきいき健康課による訪問を
含む)。

担当課

子育て支援課
ファミリー・サポート・センター
事業利用者数（年間）

目標を上回る利用があった。

事業利用者数は増加傾向であるが、提供会員・両方会員数の不足が課題となっている。課題解決のために、元依頼会員や定年退職後
の年長者などに効果的な周知を図る仕組みづくりが必要と考え、少なくとも年に１度は全会員向けに制度周知を図る。

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課

子ども医療費助成

現状の制度内容
を維持しながら、
府制度の動向を
踏まえて制度拡
充の検討を行
う。

・H27年7月に対象者拡大
　通院：就学前→小学生
　入院：小学生→中学生

受給者3,567人・43,812千円
 (府制度) 657人・25,857千円
 (町制度) 2,910人・17,955千円

【特定財源】
　府補助金11,231千円
　府交付金12,504千円

福祉推進課

H29実績

　通院：小学校卒業まで
　入院：中学校卒業まで

受給者3,595人・82,465千円
 (府制度) 583人・14,034千円
 (町制度) 3,012人・68,431千円

【特定財源】
　府補助金  7,523千円
　府交付金 12,637千円

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

　通院：小学校卒業まで
　入院：中学校卒業まで

受給者3,749人・82,894千円
 (府制度) 594人・12,953千円
 (町制度) 3,155人・69,941千円

【特定財源】
　府補助金  6,722千円
　府交付金 13,324千円

　0歳から小学生の児童に医療証を交
付し、入院・通院費を助成する。また、
中学生には償還払いにより入院費を助
成する。
　なお、令和2年1月1日から対象者を中
学生に拡大し、中学校卒業するまで通
院、入院ともに医療費を助成する。

ファミリー・サポート・
センター事業

事業利用者数
250人以上を目
標とする。

利用者数: 247人
 提供会員: 48人
 依頼会員: 187人
 両方会員: 12人

利用者数: 271人
 提供会員: 44人
 依頼会員: 216人
 両方会員: 11人

子育て支援課

利用者数: 271人
 提供会員: 43人
 依頼会員: 216人
 両方会員: 12人

・引き続き依頼会員と提供会員による相
互援助活動の促進を図り事業を実施す
る。
・全会員数に占める提供会員・両方会
員数の不足が課題であるため、定年退
職後の年長者などに協力していただけ
るよう、引き続き提供会員の増加に努
める。

養育支援訪問事業
現状の事業内容
を維持する。

・養育支援訪問を実施

 対象世帯: 11世帯
 訪問回数: 51回
(いきいき健康課による訪問を
含む)。 子育て支援課

・養育支援訪問を実施

 対象世帯: 7世帯
 訪問回数: 15回
(いきいき健康課による訪問を
含む)。

・家庭訪問により養育環境を把握し、必
要な助言・指導を行うことにより、児童
虐待の防止を図る。
・引き続き、支援を要する家庭に対し、
訪問の目的を精査し、対象世帯の状況
に応じて事業の実施を図る。

学童保育室における
受け入れ学年の拡
充
【新規】

平成29年度から
4年生以上の受
け入れを段階的
に実施する。

・平成27年度は4月時点で待
機児童が発生したため、平成
28年度に向け、学校と協議の
上、各学童保育室を1室増室
するための整備を行った。

子育て支援課

・養育支援訪問を実施

 対象世帯: 7世帯
 訪問回数: 10回
(いきいき健康課による訪問を
含む)。

・平成29年度から4年生受入
れを開始した。
・第二学童保育室棟新設及び
第四小学校校舎増築に合わ
せての第四学童保育室整備を
行い、定員の増加を図った。
 ⇒第二学童定員 152⇒185
人、第四学童定員 134⇒213
人 (計112人増)

13
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基本目標3　時代に合った地域をつくり、安全・安心な暮らしを守る

危機管理室

保険課

施策①　安全・安心な暮らしの環境づくり

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 － 22 23 24 25 26
26
（団
体）

評価

実績 21 21 22 22 22 課題

目標 － 39 41 43 44 45
45
（カ
所）

評価

実績 37 37 39 40 40 課題

具体的な事業

担当課

―

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

自主防災組織の結
成促進・育成事業

自主防災組織の
育成を図るととも
に、新規の組織
結成を促す。(26
団体)

・7回の防災出張講座等を実
施し、防災意識の高揚を図る
とともに、新規の自主防災組
織設立をめざす自治会に対し
て支援を行った。

（設立実績 0件）

平成28年度に自主防災組織の設立が1団体あり、また設立に向けた自治会への支援も行った。

役員の担い手が高齢化する中、近年災害が多発しており、組織の必要性を説明し、設立の支援に努める。

事業名
5年間の
到達目標

H27実績

いきいき百歳体操実施カ所
数

当初の目標設置数には到達していないが、実施箇所数は徐々に増えてきている。
なお、65歳以上の方で、いきいき百歳体操に参加している割合は、平成29年度6.7％から平成30年度7.5％に増加している。

担当課

担当課

危機管理室

いきいき健康課

通学路の安全確保
（青パト巡回、地域
見守り、啓発等）

現状の取組を基
本に、必要な工
夫改善を行い、
地域も含めて児
童の通学路の安
全確保に取り組
む。

・青色防犯パトロールによる
啓発効果を高めるために、巡
回コースの見直しや巡回時間
が変化するように工夫を行っ
た。

・12回の防災出張講座等を実
施し、防災意識の高揚を図る
とともに、新規の自主防災組
織設立をめざす自治会に対し
て支援を行った。

（設立実績 0件）

・引き続き、青色防犯パトロー
ルによる巡回による見守りの
啓発活動を実施したが、各小
学校校区の通学路20か所へ
の防犯カメラを設置に伴い平
成29年末日をもって運行を終
了した。

目標値

平成31年：175件

平成31年：85％

H27実績値

191件

―

平成26年：219件

平成26年：81％高齢者が、自身が健康だと思う割合

H28実績値

152件

80%

H30実績値

119件

自主防災組織の数

65歳以上の方の参加割合は増えているものの、今後更なる参加者数増加のためには、実施箇所数を増やしていくことが必要である。

H29実績

―

R1実績値指標 H29実績値

犯罪件数 123件

基準値

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

H28実績 R1予定

・17回の防災出張講座等を実
施し、防災意識の高揚を図ると
ともに、新規の自主防災組織
設立をめざす自治会に対して
支援を行った。

（設立実績 0件）

新規設立は１団体。
新規で設立された自治会に自主防災
会設立について支援中。
未設立の地域には、設立時に利用でき
る補助金の対象となる世帯数を持つ規
模の自治会が残っていない。
この補助金の要件の見直しも検討しな
ければならない。

地域見守りで対応した。 各小学校区の通学路にそれぞれ５か
所
計２０か所に防犯カメラを設置した。

各種団体に対し、防災出張講
座を実施し、防災意識の高揚
を図るとともに、新規の自主防
災組織設立をめざし、自治会
所管課と連携して支援を行って
いく。

地域見守りで対応予定。

危機管理室

教育総務課

・7回の防災出張講座等を実
施し、防災意識の高揚を図る
とともに、新規の自主防災組
織設立をめざす自治会に対
して支援を行った。

（設立実績 1件）

・青色防犯パトロールによる
巡回を引き続き行い、見守り
の啓発活動を実施した。
・児童の通学等の安心・安全
を確保するため、各小学校校
区の通学路にそれぞれ5か
所、計20か所に防犯カメラを
設置し、運用を開始した。



基本目標3　時代に合った地域をつくり、安全・安心な暮らしを守る
施策① 安全・安心な暮らしの環境づくり

いきいき健康課

危機管理室

R1予定

・交流大会の実施やおさらい月
間や技術支援などで年1～2回
地域拠点を訪問する等の地域
活動支援やサポーター育成講
座を行う。

（実施箇所数）
　いきいき百歳体操　40か所
　かみかみ百歳体操　37か所
（いきいき百歳体操参加率）
　65歳以上人口の7.5％
　75歳以上人口の10.5％

　1日6ルート運行
（利用見込み）
　年間　29,600人
　1日平均　130人

・平成31年4月から運行目的を
「公共施設の巡回」から「利用
対象者の外出（買い物、通院、
公共施設の利用等）支援」に拡
充した。
・利用対象者に「特定医療費受
給者証をお持ちの方」と「BCG
集団予防接種受診児」を追加
した。
・全ての対象者に介助者や保
護者が必要な場合は、対象者
と同乗する場合に限り同伴1名
利用可とする。
・ルート3・4に「人権文化セン
ター前」を追加した。

同左

予算額：2,916,000円

・同左
・アンケート結果を踏まえ、助
成金を拡充した。

延べ利用者数：　130人
延べ利用回数：　115回
助成金額：　305,000円

同左に加え、水俣条約により使
用の継続が困難になる水銀灯
のＬＥＤ化を促進する。

平成27年度に「島本町いきいき百歳体
操10周年記念号」を作成した。また、サ
ポーター育成講座受講者を35名増やす
ことができた。（H27年度末143名→H30
年度末178名）。交流大会や体操のおさ
らいも含めた専門職による地域活動支
援も継続し、いきいき百歳体操・かみか
み百歳体操ともに実施地域拠点数を増
やすことができ、住民の参加率も伸ば
すことができている。
今後も取組を継続し、自主的に介護予
防に取り組む高齢者を増やし、健康寿
命の伸展とその拠点となる地域拠点数
の増加をめざす。

　1日6ルート運行
（利用実績）
　年間　28,928人
　1日平均　119人

・平成30年4月から「自力で乗
降できる40歳以上65歳未満の
方で、介護保険の第2号被保険
者のうち、要支援または要介護
の認定を受けている方」を対象
者に追加した。
・平成31年1月4日から、ルート
3・6に「ハートスクエア前」を新
設した。
・庁内でプロジェクトチームを設
置し、ふれあいバスの運行目
的、対象者の在り方等を検討し
た。

平成30年4月から、利用対象者（65歳以
上の方、障害のある方と介助者、妊婦
の方（同伴する就学前の児童を含む）、
4か月児健康診査受診者）に、介護保
険第2号被保険者で要支援または要介
護認定を受けている者を追加した。
平成31年4月からは、運行目的を「公共
施設の巡回」から「利用対象者の外出
（買い物、通院、公共施設の利用等）支
援」に拡充し、利用対象者に「特定医療
費受給者証をお持ちの方」と「BCG受診
者」も対象に追加した。
また、介助者や保護者等が必要な場合
は、対象者と同乗する場合に限り、同
伴1名利用可とした。

同左

実利用者数：　140人
助成金額：2,606,400円

平成30年度に、タクシーチケット制の導
入等について、他団体に視察に行くな
ど、福祉推進課と共に検討した。

機器の老朽化に伴い、ＬＥＤ化が進ん
でいる。H26　７％台→H30　２３％台。
今後、さらに加速すると見込む。

H29実績

同左

実利用者数：　149人
助成金額：　2,789,940円

H28実績

・交流大会の実施や年1～2
回のおさらい月間で地域拠
点を訪問する等の地域活動
支援やサポーター育成講座
を行った。

（実施箇所数）
　いきいき百歳体操　39か所
　かみかみ百歳体操　35か所
（いきいき百歳体操参加率）
　65歳以上人口の6.6％
　75歳以上人口の9.2％

　1日6ルート運行
（利用実績）
　年間　31,405人
　1日平均　129人

・平成28年5月下旬から、新
車両で運行。
・平成28年6月から、「4か月
児健康診査受診者」を対象に
追加。

同左

実利用者数：　168人
助成金額：　3,110,690円

同左

延べ利用者数：　108人
延べ利用回数：　91回
助成金額：　207,720円

同左

LED灯数　337基
（年度末時点）

・交通に関するアンケートを実
施した。

延べ利用者数：　116人
延べ利用回数：　87回
助成金額：　229,620円

現状の事業内容については、概ね維持
できたが、地区住民の高齢化により利
用者数及び利用回数が増加傾向にあ
る。また、高槻市側ルート利用の要望
があるため、検討が必要。

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

・交流大会の実施やおさらい月
間や技術支援などで年1～2回
地域拠点を訪問する等の地域
活動支援やサポーター育成講
座を行った。

（実施箇所数）
　いきいき百歳体操　40か所
　かみかみ百歳体操　37か所
（いきいき百歳体操参加率）
　65歳以上人口の7.5％
　75歳以上人口の10.5％

同左

LED灯数　482基
（年度末時点）

・交流大会の実施や年1～2回
のおさらい月間で地域拠点を
訪問する等の地域活動支援
やサポーター育成講座を行っ
た。

（実施箇所数）
　いきいき百歳体操　40か所
　かみかみ百歳体操　37か所
（いきいき百歳体操参加率）
　65歳以上人口の6.7％
　75歳以上人口の9.8％

　1日6ルート運行
（利用実績）
　年間　29,528人
　1日平均　121人

同左

延べ利用者数：　117人
延べ利用回数：　94回
助成金額：　215,840円

同左

LED灯数　409基
（年度末時点）

事業名
5年間の
到達目標

H27実績

いきいき百歳体操、
かみかみ百歳体操

いきいき百歳体
操の実施カ所数
を町内45カ所に
増加させる。

・交流大会の実施や年2回の
おさらい月間で地域拠点を訪
問する等の地域活動支援や
サポーター育成講座を行っ
た。また、周知啓発用のパン
フレットを作成した。

(実施箇所数)
　いきいき百歳体操 37か所
　かみかみ百歳体操 35か所
(いきいき百歳体操参加率)
　65歳以上人口の5.4％
　75歳以上人口の7.8％

福祉ふれあいバス
運行

現状の事業内容
を基本に、乗車
対象者の拡大な
どに向けた工夫
改善を行う。

　1日6ルート運行
（利用実績）
　年間　29,613人
　1日平均　122人

・乳幼児健診受診者への対象
拡充について、検討を進め
た。

移送サービス助成
事業

現状の助成内容
を維持しつつ、タ
クシーチケット制
の導入等、利用
者の利便性や事
務効率の向上を
図るため、より利
用しやすい制度
となるよう検討を
行う。

・要介護2～5と認定された65
歳以上の高齢者が、通院や
官公署へ手続きに出向く際等
に利用したタクシー代（1日上
限3,000円、1か月3回まで）の
領収書を提出することで、利
用料を助成した。

実利用者数：　154人
助成金額：　2,583,970円

ＬＥＤ防犯灯の拡充

大沢地区乗合タク
シー配車サービス事
業

現状の事業内容
を維持する。

・タクシーチケットを自治会へ
配布し、外出を支援した。

延べ利用者数：　131人
延べ利用回数：　95回
助成金額：　215,480円

より多くの防犯
灯をLED化する。

新設・移管又は故障等が生じ
た防犯灯について、LED灯へ
の更新等を行った。

ＬＥＤ灯数　247基
（年度末時点）
※H26年度末時点は144基

担当課

いきいき健康課

いきいき健康課

コミュニティ推進課

15
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基本目標3　時代に合った地域をつくり、安全・安心な暮らしを守る

施策① 安全・安心な暮らしの環境づくり

・防犯カメラ設置事業を実施

助成団体：　2自治会
設置台数：　3台

R1予定

10台分の補助金を予算化し、
事業を継続している。

・社会福祉協議会に委託して生
活支援コーディネーター1名を
配置し、町内の福祉関係団体
等で構成する「生活支援体制
整備協議体」を実施する。
・大沢、尺代、若山台、百山、
東大寺三丁目を対象として、地
域支え合い座談会を開催す
る。

生活支援コーディネーター等業
務委託料：4,310千円

・若い世代や無関心層の方に
対して健康づくりに取り組む
きっかけとなるように、当課だ
けでなく他課の事業とも連携を
とり、事業周知を行う。商工業
の活性化につながるよう、特典
にウォーター（地域通貨）を活
用するとともに、企業協賛も得
て実施する。

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

・防犯カメラ設置事業を実施

助成団体：　2自治会
設置台数：　3台

費用：183,000円

町設置（通学路防犯カメラ）分が設置さ
れ、制度施行時に比べ、自治会で取り
組む意向のある自治会は減少してい
る。

・社会福祉協議会に委託して生
活支援コーディネーター1名を
配置し、町内の福祉関係団体
等で構成する「生活支援体制
整備協議体」を実施した。
・地域課題を拾い上げるため、
山崎、東大寺一・二丁目を対象
に地域支え合い座談会を開催
した。

会議開催回数：　4回
勉強会開催回数：　1回
座談会開催回数：　2回
参加団体：　14機関

・地域支援事業における生活支援体制
整備事業について、社会福祉協議会に
委託して生活支援コーディネーター1名
を配置し、町内の福祉関係団体等で構
成する「生活支援体制整備協議体」を
組織した。
・町内のボランティア団体等の情報をま
とめた「島本町地域活動資源マップ」を
作成した。
・「地域支え合い座談会」を開催し、地
域課題の掘り起こしを行った。
・今後も引き続いて社会福祉協議会に
委託して生活支援コーディネーター1名
を配置し、コーディネーターを中心に体
制整備を行う。

・若い世代や無関心層の方に
対して健康づくりに取り組む
きっかけとなるように、当課だ
けでなく他課の事業とも連携を
とり、事業周知を行った。商工
業の活性化につながるよう、特
典にウォーター（地域通貨）を
活用するとともに、企業協賛も
得て実施した。

参加者数：　585人
企業協賛：　16企業

若い世代や無関心層の方に対して健
康づくりに取り組むきっかけとなるよう
に、当課だけでなく他課の事業とも連携
をとり、事業周知を行い、商工業の活
性化にも取り組むことが出来た。
・今後については、事業実施に伴う効
果を検証し、大阪府実施の「おおさか健
活マイレージ アスマイル」との状況も含
め実施について検討していく。

・防犯カメラ設置事業を開始

助成団体：　3自治会
設置台数：　9台

H29実績

健康マイレージ事業
【新規】

早期に事業を開
始し、住民による
主体的な健康づ
くり活動を促進
することにより、
特定健康診査、
がん検診等の健
診受診率の向上
につなげる。

・平成28年度の実施に向け
て、近隣市町の実施状況等の
把握を行い、政策企画課、ま
ちづくり事業推進プロジェクト
チームと共に、本町での実施
内容を検討した。

いきいき健康課

いきいき健康課

H28実績
5年間の
到達目標

H27実績 担当課

自治会への防犯
カメラ設置補助
事業を継続して
(5年予定)実施
し、街頭犯罪件
数の削減をめざ
す。

・平成28年度から自治会に対
する防犯カメラ設置補助事業
を実施するため、予算措置を
行った。

危機管理室

高齢者の生活を地
域で支援する体制
の整備
【新規】

団塊の世代が全
て75歳を迎える
平成37年に向け
て、介護・医療・
住まい・生活支
援・介護予防が
一体的に提供さ
れる「地域包括
ケアシステム」を
構築する。

・準備段階として、関係団体
の顔合わせや情報共有を目
的に「島本町生活支援体制整
備研究会」を開催した。

事業名

防犯カメラ設置事業
【新規】

・若い世代や無関心層の方に
対して健康づくりに取組むきっ
かけとなるように事業周知を
行った。商工業の活性化につ
ながるよう、特典にウォーター
（地域通貨）を活用するととも
に、企業協賛も得て実施し
た。

参加者数：　431人
企業協賛：　14企業

・社会福祉協議会に委託して
生活支援コーディネーター1名
を配置し、町内の福祉関係団
体等で構成する「生活支援体
制整備協議体」を実施した。
・「生活支援体制整備協議体」
の中で、「島本町地域活動資
源マップ」を作成した。

会議開催回数：　4回
勉強会開催回数：　1回
参加団体：　13機関

・社会福祉協議会に委託して
生活支援コーディネーター1
名を配置し、町内の福祉関係
団体等で構成する「生活支援
体制整備協議体」を実施し
た。

会議開催回数：　5回
参加団体：　13機関

・平成28年7月から事業開始
し、若い世代や無関心層の
方に対して健康づくりに取組
むきっかけとなるように事業
周知を行った。商工業の活性
化につながるよう、特典に
ウォーター（地域通貨）を活用
するとともに、企業協賛も得
て実施した。
・事業の一環として「しまもと
健康ウォーキングガイド」を作
成した。

参加者数：　419人
企業協賛：　14企業



基本目標3　時代に合った地域をつくり、安全・安心な暮らしを守る

施策② 連携・協働のまちづくり

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 ― 6 7 8 9 10
10

（件）
評価

実績 4 6 8 9 13 14
（予定）

課題

具体的な事業

・平成29年4月から、し尿処理
の高槻市への事務委託を開
始したことに伴い、衛生化学
処理場の撤去に向けた取組
を進めた。

・北摂地区７市３町における公
立図書館の広域利用に参
加。

　都市創造部と連携し、高槻市
との観光分野での連携・協力に
ついて調整し、平成３１年２月
に両市町で「観光振興に関する
連携協定」を締結した。

　し尿処理事務の委託や「観光振興に
関する連携協定」の締結等、隣接する
高槻市との連携を進めることができた。
　今後もごみ処理・消防や本町が抱え
る課題の解決に向けて、他自治体との
連携を積極的に推進する。

R1予定

　平成31年２月に高槻市と締結
した「観光振興に関する連携協
定」について、具体的に施策を
検討・実施する。

担当課

政策企画課

担当課

広域連携の推進

他市町村等との
連携・協働の事
業数10件を目標
とする。

・高槻市・島本町広域行政勉
強会において、し尿処理の広
域連携について、協議を行っ
た。

・北摂各市町と図書館の広域
利用について、協議を行っ
た。

政策企画課

・高槻市・島本町広域行政勉
強会において、し尿処理の広
域連携について協議を進め、
平成29年2月に事務の委託
に関する規約などを締結し
た。

・北摂各市町と図書館の広域
利用について、協議を行っ
た。

他市町村等との連携・協働の
事業数

・し尿処理の高槻市への事務委託を開始したことに伴い、衛生化学処理場に撤去に向けた取組を進めた。
・姉妹都市であるアメリカ合衆国ケンタッキー州フランクフォート市の学校と、学校間の交流を開始した。

引き続き、他市町村等との連携・協働を推進する。

事業名
5年間の
到達目標

H27実績

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

企業と連携した森林
整備事業（サント
リー天然水の森）

2020（平成32）年
までの協定書締
結期限に向け
て、可能な限り
天然水の森の整
備及び拡大をめ
ざす。

・大沢地域の協定林に作業道
を作設するなど整備を進め
た。
・新たに平成28年4月1日に山
崎地域について、協定を締結
し、区域を拡大するための手
続きを進めた。
総協定面積：　約79ha
（年度末時点）

にぎわい創造課

各団体への補助を実施。
（自治会）
　連絡協議会　270,000円
　49団体　　　3,792,150円
（住民委員会）
　町住民委員会　270,000円
　各地域　180,000円×4地区

・自治会結成のサポートを行
い、平成29年1月に新若山台
自治会が結成された。

・既存の協定地における森林
整備を推進するとともに、4月
に山崎地域で約34ha、2月に
大沢地域で約240haの区域で
新たに協定を締結した。

総協定面積：　約353ha
（年度末時点）

各団体への補助を実施。
（自治会）
　連絡協議会　270,000円
　50団体　　　3,779,100円
（住民委員会）
　第二地域住民委員会
179,985円
　第四地域住民委員会
115,623円

・自治会結成のサポートを行
い、平成31年4月に南百山自治
会が結成された。
・町住民委員会及び各地域住
民委員会は所期の役割を終了
したことに伴い解散した。

・住民委員会は所期の役割を終えたと
考えられることから、解散となった。
・連絡協議会及び各自治会について
は、概ね住民自治の強化に資すること
と認められるが、各自治会活動の低迷
等の課題があり、活性化や加入促進に
ついて調査・研究する必要がある。

・既存の協定地における森林
整備を推進した。

総協定面積：　約353ha
（年度末時点）

サントリーとして天然水の森の拡大は
終了した。
今後は、引き続き既存の協定地の森林
整備をサントリーと協力し進めていく。

　姉妹都市であるアメリカ合衆
国ケンタッキー州フランクフォー
ト市からセカンドストリートス
クールの生徒と教育関係者が
平成30年７月に来日し、約２週
間にわたり、第二中学校で学
校体験を行い生徒間の交流を
深め、また、各種団体による文
化体験や一般家庭にホームス
テイするなど、民間レベルでの
交流が進んだ。

　アメリカ合衆国ケンタッキー州フランク
フォート市との姉妹都市提携を締結し、
国際交流活動を開始することができ
た。
　引き続き、フランクフォート市との交流
を深めていく。
　また、産業振興や文化交流を目的と
した姉妹都市提携等の検討を進めてい
く。

・既存の協定地における森林
整備を推進した。

総協定面積：　約353ha
（年度末時点）

・アメリカ合衆国ケンタッキー
州フランクフォート市との姉妹
都市提携に向け、平成28年4
月に庁舎内にて検討会議を
設置するとともに、本町職員
が同市を視察し、現地調査を
行った。
・これらの経過を踏まえ、平
成29年3月に同市と姉妹都市
提携に係る調印式を執り行
い、締結に至った。

各団体への補助を実施。
（自治会）
　連絡協議会　270,000円
　50団体　　　3,779,100円
（住民委員会）
　町住民委員会　270,000円
　各地域　180,000円×4地区

コミュニティ推進課
政策企画課

各団体への補助を実施。
（自治会）
　連絡協議会　270,000円
　50団体　　　4,005,000円

・既存の協定地における森林
整備を推進する。

総協定面積：　約353ha
（年度末時点）

　町内の全小中学校の給食で
ケンタッキー州の郷土料理の
提供や、手紙・映像の交換等に
より、姉妹都市であるアメリカ
合衆国ケンタッキー州フランク
フォート市の学校と、学校間の
交流を進める。

・島本町国際交流事業推進会
議において、国際交流活動に
関する検討を行い、町内の全
小中学校の給食でケンタッ
キー州の郷土料理を提供し、
姉妹都市であるアメリカ合衆
国ケンタッキー州フランク
フォート市の学校と、学校間
の交流を開始した。

コミュニティ推進課
自治会・住民委員会
等への活動支援

住民自治の強化
をめざし、効果
的な支援方策を
検討する。

各団体への補助を実施。
（自治会）
　連絡協議会　270,000円
　49団体　　　3,831,300円
（住民委員会）
　町住民委員会　270,000円
　各地域　180,000円×4地区

・自治会結成のサポートを行
い、平成27年5月に緑地公園
住宅自治会が結成された。

姉妹都市の提携
【新規】

産業振興や文化
交流などを目的
に、連携によって
相互にメリットが
生まれる自治体
との姉妹都市提
携と都市間交流
をめざす。

・アメリカ合衆国ケンタッキー
州フランクフォート市から姉妹
都市提携の打診を受け、当該
市の情報収集を行った。

H28実績 H29実績 H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定
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基本目標3　時代に合った地域をつくり、安全・安心な暮らしを守る

施策③ 安全・安心で持続可能なまちづくり

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 ― 77 84 84 90 100
100
（％）

評価

実績 52 78 85 88 91 97 課題

目標 ― 8 12 33 46 66
66
（％）

評価

実績 4 8 13 13 29 46 課題

担当課

教育総務課
子育て支援課

都市整備課

KPI変動の評価・事業の貢献度

保育所・幼稚園・小・中学校
の耐震化率

（耐震化済み棟数）
・保育所　1/2棟
・幼稚園　1/2棟
・小・中学校　29/30棟

引き続き、耐震化率の向上に向け、取組を進める。

担当課H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

・第二幼稚園解体設計業務を
行い、閉園後、解体工事に着
手した。
・第三小学校Ａ棟建替えに向け
事務を進め、建替えの各種申
請業務と建替え時に必要とな
る仮設校舎の基本設計業務に
着手した。

（保育所・幼稚園・小・中学校の
耐震化率：　91％）

・５年間の到達目標を耐震化率１００％
としていたが、最終年度に最後の未耐
震建物である第三小学校Ａ棟の建替え
工事に着手するに留まった。
　次年度以降は引き続き建替え工事を
実施し、令和３年度中に耐震化率１０
０％を達成する予定。

同左

既存木造住宅に対する耐震診
断・設計・改修・除却補助を実
施した。
耐震診断補助：1件
耐震診断技術者派遣：19件
耐震設計補助：5件
耐震改修補助：5件
除却補助：3件

（総額：6,500千円）

H30年6月に発生した大阪府北部地震
の影響もあり、H30実績が大幅に伸び、
耐震化への関心が高い。今後は、H30
年度に策定したアクションプログラムに
従い、耐震化のスピードアップを図る。

R1予定

・第二幼稚園解体後、民間事
業者により施設整備を進める
予定。
・第三小学校Ａ棟建替え工事
費と、工事に伴い必要となる仮
設校舎賃借料について予算要
求を行い、可決後は工事着手
に向けて事務を進め本年度中
に仮設校舎を設置し、建替え
工事に着手する予定。

既存木造住宅に対する耐震診
断・設計・改修・除却補助を実
施する。

保育所・幼稚園・
小・中学校の耐
震化率：100％を
目標とする。

・平成28年3月に公共施設の
総合的かつ計画的な管理を
推進するための計画として、
「島本町公共施設総合管理計
画」を策定した。

（保育所・幼稚園・小・中学校
の耐震化率：　78％）

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

民間住宅耐震化の
促進

平成28年度に計
画改定し、耐震
化率に係る目標
を設定する予
定。

・既存木造住宅に対する耐震
診断・耐震改修補助等を実施
した。

耐震診断補助：　3件
耐震診断技術者派遣：　5件
耐震改修補助：　4件

橋梁長寿命化修繕計画の進
捗率

平成30年度は長寿命化修繕計画に基づく工事を実施したもの。

令和元年度も引き続き橋梁長寿命化計画に基づき、順次実施する。

事業名
5年間の
到達目標

H27実績

政策企画課
教育総務課
子育て支援課

都市計画課

・第二幼稚園及び第四保育所
の耐震のあり方等について保
護者と協議を行った。
・第三小学校のＢ・Ｃ棟の耐震
補強工事を実施。
・第四小学校にて校舎1棟の
増築を行った。

（保育所・幼稚園・小・中学校
の耐震化率：　88％）

同左

耐震診断補助：　4件
耐震診断技術者派遣：　3件
耐震改修補助：　5件

H29実績

同左

耐震診断補助：　1件
耐震診断技術者派遣：　3件
耐震改修補助：　2件

公共施設マネジメン
トの推進

H28実績

・第二保育所の耐震補強工
事を実施。
・第一中学校（第2期）の耐震
補強工事を実施。
・第三小学校の校舎3棟の耐
震化・改築設計業務を行い、
その内2棟の耐震補強工事
に着手した。

（保育所・幼稚園・小・中学校
の耐震化率：　85％）

予定

予定



基本目標3　時代に合った地域をつくり、安全・安心な暮らしを守る
施策③ 安全・安心で持続可能なまちづくり

同左

（実施地区）
　東大寺、高浜

・高浜地域の公共下水道未供
用区域において、汚水整備区
域の拡大を行う。

公共下水道五反田雨水幹線整
備工事(第2期)及び軌道横断部
ＪＲ工事委託を行う。

（事業費　403,027千円）

・桜井跨線橋の１径間の補修・
補強工事の実施設計業務を
行った。
・調子橋、山ノ瀬橋、尺代大
橋、尺代橋について補修・補強
工事を行った。

（進捗率：　29％）

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、計画
的に補修工事を行い、橋梁の長寿命化
に寄与した。また、５年毎に定期点検を
行い橋梁の健全性を確認し、補修の必
要性等を検討し補修工事を実施してい
く。

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

都市整備課

H28実績

・桜井跨線橋の２径間につい
て補修・補強工事、大通橋に
ついては補修工事、指手橋
については補強工事を行っ
た。
・桜井跨線橋の7径間につい
て補修・補強工事の設計業
務を行った。

（進捗率：　13％）

工務課

同左

（実施地区）
　桜井、青葉、東大寺

R1予定

・桜井跨線橋の１径間の補修・
補強工事をの委託を行う。
・長鳥橋、庄門橋、北浦橋、谷
川橋について補修工事を行う。

（進捗率：　46％）

H27実績 担当課

浸水対策の推進
町内の雨水幹線
の整備及び水路
整備を行う。

・五反田雨水幹線整備に必要
となる測量及び土質調査を
行った。

(事業費　　13,284千円)

H29実績

・桜井跨線橋の７径間の補
修・補強工事を行った。
・長鳥橋、調子橋、山ノ瀬橋、
尺代大橋、尺代橋について補
修・補強工事の設計業務を
行った。

（進捗率：　13％）

同左

（実施地区）
　広瀬、青葉

・高浜地域の公共下水道未供
用区域(対象家屋25件)におい
て、汚水整備区域の拡大を
行った。

下水道普及率：　約95.5％

・公共下水道五反田雨水幹線
整備工事（第1期）が竣工。

（事業費　279,720千円）

橋梁長寿命化修繕
計画に基づく計画的
な補修

橋梁長寿命化修
繕計画に基づ
き、計画的に補
修工事を行うこ
とにより、架け替
え等、大規模な
工事を回避し、
維持管理費用の
縮減を行う。

・桜井跨線橋の３径間につい
て補強・補修工事を行い、指
手橋については補修工事を
行った。
・平成28年度に工事を実施す
るため、桜井跨線橋の2径間
について補強・補修工事の設
計業務を行った。

（進捗率：　8％）

汚水整備区域の拡
大

公共下水道未供
用区域につい
て、汚水整備区
域の拡大を行
う。

・高浜地域の公共下水道未供
用区域(対象家屋11件)におい
て、汚水整備区域の拡大を
行った

下水道普及率：　約95.0％ 工務課

地域水道ビジョンの
推進

いつでもどこでも
安全でおいしい
水を低廉に供給
するため、よりよ
い水道事業の実
現をめざす。

・「老朽配水管布設替工事」を
実施し、水道の使命である”
いつでもどこでも安全でおいし
い水を低廉に供給する”ことを
維持した。

（実施地区）
　桜井台、桜井、青葉

業務課
工務課

事業名
5年間の
到達目標

・高浜地域の公共下水道未
供用区域(対象家屋24件)に
おいて、汚水整備区域の拡
大を行った。

下水道普及率：　約95.3％

・五反田雨水幹線整備に伴う
工事発注に必要となる実施
設計業務を行った。

（事業費　49,093千円）

同左

（実施地区）
　広瀬

「水道管路更新等計画」に基づき、老朽
配水管の布設替工事を計画的に実施
し、管路の適切な維持管理及び耐震化
適合率を向上させることで、水道の使
命である”いつでもどこでも安全でおい
しい水を低廉に供給する”ことを引き続
き維持していく。

・高浜地域の公共下水道未供
用区域(対象家屋２件)におい
て、汚水整備区域の拡大を
行った。

下水道普及率：　約95.7 ％

公共下水道の普及率のさらなる向上を
めざして、町域の汚水整備区域の拡大
を引き続き行う。

公共下水道五反田雨水幹線付
帯工事が竣工。

（事業費　48,430千円）

五反田雨水幹線の整備を完成させ、JR
西側流域(百山・東大寺三丁目外)の雨
水を流域下水道に接続することで、当
該地域及び下流域において浸水被害
を軽減できる。今後は、令和2年度の完
成をめざし、五反田雨水幹線の整備及
び関連水路の整備について進捗を図
る。また、既存の水路整備についても
計画的に実施できるよう検討を行う。
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基本目標4　安定した雇用とにぎわいを創出する

政策企画課

政策企画課

施策①　本町で働く人や企業の支援

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 － 9 9 9 9 9
9

（件）
評価

実績 0 0 1 2 5 課題

具体的な事業

町内従業者数 平成24年：6,567人 平成31年：6,800人
（H26実績）
　　　6,958人

（H28確定値）
　　 6.926人

―

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

同左
・百山産業系地区での用途地
域変更に向け、検討を行った。

補助金交付実績：　0件

補助金の利用は無かった。
引き続き、企業立地支援制度の周知等
を行う。

・夜間窓口を開設

・新規相談：　7件
・再相談：　　82件

夜間窓口を開設するなど、より利便性を
高めた結果、相談数が増加した。
今後は、庁舎内外の関係者とより連携
を密にすることを目指し、新たな連絡会
について検討する。

R1予定

同左
・百山産業系地区での用途地
域変更する予定。

・夜間窓口を開設

・就労相談の新たな連絡会につ
いて検討する。

―

町内創業比率 平成21年から24年：3.17％（全国平均1.84％） 全国平均値＋1％
（H26～28実績）

4.07%
（全国平均）　5.04%

― ―
（H24～26実績）

8.39%
（全国平均）　6.33%

指標 基準値 目標値 H27実績値 H28実績値 H29実績値 H30実績値 R1実績値 担当課

担当課

にぎわい創造
課

事業名
5年間の
到達目標

H27実績

企業立地の促進（立
地補助金）

条例改正による
制度の見直しも
含め、本町の特
性に適した企業
などの立地を促
進するための環
境づくりを行う。

・企業立地支援制度の周知等
を行った。

補助金交付実績：　0件

地域就労支援事業
（相談窓口の設置運
営）

現状の事業内容
を基本に、必要
な工夫改善を行
う。

・地域就労支援事業を実施

新規相談：　13件
再相談：　30件

創業支援事業計画の認定件
数（年間）

商工会と連携し、創業講座開催時に本事業の周知に努めたが、目標達成には至らなかった。

創業支援の総括的な立場として、町の広報誌及びホームページなどで情報の広報を積極的に行う。

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

にぎわい創造
課

にぎわい創造
課

担当課H29実績

同左
・百山産業系地区での用途地
域変更に向け、検討を行った。

補助金交付実績：　0件

・夜間窓口を開設

・新規相談：　6件
・再相談：　136件

同左
・町外に移転を予定していた
企業に対して誘致活動を行っ
た。

補助金交付実績：　0件

・夜間窓口を開設

・新規相談：　16件
・再相談：　72件

H28実績



基本目標4　安定した雇用とにぎわいを創出する
施策① 本町で働く人や企業の支援

・商工振興事業に要する費用の
一部の補助を行う。

・広域的な取組として、商工会
と連携し、創業講座開催時に本
事業の周知に努める。

商工会への支援
現状の取組内容
を維持・継続す
る。

・商工振興事業に要する費用
の一部を補助した。
・プレミアム商品券発行事業
のための費用についても補助
を行った。

H27実績

創業支援事業計画
の策定・推進
【新規】

島本町商工会及
び金融機関と連
携し、創業支援
事業計画を推進
する。

創業支援対象者
数：年間30件
創業者数：年間9
件

・平成28年1月13日に創業支
援事業計画を策定した。

創業支援対象者数：0件
創業者数：0件

にぎわい創造
課

事業名
5年間の
到達目標

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

H28実績 H29実績

・平成29年12月25日に創業支
援計画を更新した。
・広域的な取組として、商工会
と連携し、創業講座開催時に
本事業の周知に努めた。

　創業支援対象者数：　4件
　創業者数：　2件

担当課

・商工振興事業に要する費用
の一部を補助した。
・地方創生加速化交付金の推
進のための費用についても補
助を行った。

・広域的な取組として、商工会
と連携し、創業講座開催時に
本事業の周知に努めた。

　創業支援対象者数：　4件
　創業者数：　1件

にぎわい創造
課

・商工振興事業に要する費用
の一部を補助した。

・商工振興事業に要する費用の
一部の補助を行った。

町内雇用の安定や拡大を図り、地域産
業の活性化を目指すため、町商工会が
実施する商工振興事業に要する費用の
一部を補助することで、安定した商工振
興事業を実施することができた。
今後も引き続き安定した商工振興事業
を実施するため、補助金の交付を継続
するとともに、にぎわいづくり事業を展
開する際には、補助事業の拡大につい
ても、随時対応を検討する。

・広域的な取組として、商工会
と連携し、創業講座開催時に本
事業の周知に努めた。

　創業支援対象者数：　25件
　創業者数：　5件

平成30年度は、創業支援対象者数が増
加した。しかし、まだ周知が充分ではな
いため、引き続きワンストップ窓口によ
り、創業支援の総括的な立場として、町
の広報誌及びホームページなどで創業
講座などの情報について、周知を行う。
また、創業後も認定連携創業支援事業
者には、フォローアップを行う。

R1予定
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基本目標4　安定した雇用とにぎわいを創出する

施策② 地域産業を生かしたにぎわいづくり

基準値 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 目標値
H26 H27 H28 H29 H30 R1

目標 ― 0 0 5 5 5
5

（件）
評価

実績 0 0 0 0 0 課題

具体的な事業

・農林業祭への補助金を交付
する予定

・引き続き商店街サミットを毎月
実施し、商店街のニーズ把握、
活性化に向けて課題解決の検
討等を行っている。
・商業団体支援事業補助金を
創設し、商店街等が空き店舗等
を活用して商業的な盛り上がり
を実施する事業の支援を行う。

空き店舗等活用促進事業利
用件数
（年間）

制度導入の検討を行ったものの、現時点で、事業開始に至っていない。

他市町の事例の調査研究及び本町における現状分析等を行い、事業の開始をめざす。

事業名
5年間の
到達目標

H27実績 担当課

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・事業の貢献度

H29実績H28実績

担当課

にぎわい創造
課

H30実績
5年間の主な成果と課題
次年度以降の実施予定

R1予定

農林業の振興（農林
業祭への補助）

現状の取組内容
を基本に、より効
率的かつ効果的
な事業運営をめ
ざす。

・農林業祭への補助金を交付
した
（1,000,000円）

来場者：　約4,000人
にぎわい創造
課

空き店舗等活用促
進事業
【新規】

町内の商工業の
活性化及び、新
たな雇用創出を
目的として、空き
店舗、空き家の
活用を促進する
制度の構築を行
う。
年間利用件数5
件を目標とする。

事業の開始には至らず。

にぎわい創造
課

同左
・ニーズ把握等を行うため、商
店街の活性化を目的としたタ
ウンミーティングの開催に向
け、検討を行った。

同左

・農林業祭への補助金を交付
した
（1,000,000円）

来場者：　約5,000人

・農林業祭への補助金を交付
した
（1,000,000円）

来場者：　約5,000人

・農林業祭への補助金を交付し
た
（1,000,000円）

来場者：　約5,000人

農林業祭の開催会場、即売の出品数な
どに課題がある。
今後、イベントのあり方等、抜本的な見
直しを検討していく。

同左
・ニーズ把握等を行うため、商
店街の活性化を目的としたタウ
ンミーティングを5回開催し、商
店街の課題について検討を
行った。また、タウンミーティン
グ終了後は、商店街サミットを
毎月実施し、引き続き商店街の
ニーズ把握、活性化に向けて
課題解決の検討等を行った。

商店街タウンミーティング、商店街サミッ
トを通じて、商店街のニーズ把握や活
性化に向けての課題検討等ができてい
るため、今後も継続して商店街サミット
を行う。
また、空き店舗等を活用する商店街等
の事業を支援することで、町の商業的
な盛り上がりを支援することができる。




